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（変更）平成 28年９月 30日 

 

独立行政法人環境再生保全機構 平成 28 年度計画 

 

 独立行政法人環境再生保全機構（以下「機構」という。）は、独立行政法人通則法（平成 11

年法律第 103 号）第 31 条第１項の規定に基づき、中期計画を実施するため、機構に係る平成

28 年度の業務運営に関する計画（年度計画）を次のとおり定める。 

 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとる

べき措置 

機構の有する能力等の有効活用を図るとともに、適切かつ国民にわかりやすい情報提供に

努め、関係者のニーズを的確に把握することにより不断に業務の改善・見直しを進め業務の

質の向上を図る。 

また、インターネット等の活用を含む戦略的な広報活動の一環として、機構の事業とその

成果、各種の動向等について、各種媒体を通じて即時性、透明性、双方向性の高い情報発信

を行うとともに、アクセシビリティを念頭に置き、機構の提供するサービスの質の向上を目

指す。 

 

＜公害健康被害補償業務＞ 

１．汚染負荷量賦課金の徴収 

（１）汚染負荷量賦課金の適正・公平な徴収 

① 補償給付等の支給に必要な費用を確保するため、委託事業者への効果的指導及び納

付義務者からの相談、質問事項等に的確に対応するとともに、特に、引き続き多くの

企業が厳しい経営環境にある中で、高い申告率・収納率確保のために、以下の対応を

行う。 

ア．納付義務者に対しては、申告及び納付期限の遵守について指導を行うとともに、未

申告納付義務者に対し委託商工会議所及び機構において、電話、文書及び現地訪問等

による申告・納付督励をさらに強化する。 

イ．未納の納付義務者に対しては、「汚染負荷量賦課金の徴収・納付に係る督励事務手引」

により、個々の事案に応じ機構が法令に基づき取り得る措置を講じる。 

これらの取組により、廃業や破産等の手続中のものを除き、100％収納を確保する。 

② 納付義務者からの適正・公平な賦課金申告に資するため、申告額の修正が発生する

原因等について分析し、適切な対策を講じるとともに、平成 24 年度実績（63 件）に

比し中期計画の目標である 50％増（95件以上）の実地調査を計画し実施する。 

（２）汚染負荷量賦課金徴収業務の効率的実施 

① 徴収業務に係る委託業務契約（民間競争入札）においては、平成 24年度実績に比し、
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本年度においても５％以上の委託費の縮減を達成する。 

② オンライン申告等の電子申告を推進するため、「オンライン申告促進計画」を策定し、

申告納付説明・相談会等の場において具体的な利用方法や利便性、情報セキュリティ

の信頼性等について説明する。また、業界団体等に対し、傘下事業主等への利用促進

のための周知・広報について協力要請を行うほか、用紙申告の納付義務者への直接訪

問等により利用の促進を図る。 

これらの取組により、中期計画に掲げた電子申告率を申告件数・申告金額で 70％以上

を２年前倒しで達成する。 

（３）納付義務者等に対する効果的な指導及び提供するサービスの向上 

① 納付義務者に対するサービスの向上を図るために、以下の取組を行う。 

ア．納付義務者のニーズを踏まえ、汚染負荷量賦課金の納付について徴収・審査システ

ムとマルチペイメントネットワーク等を接続することにより、インターネット等を利

用した電子納付を実現するため、平成 29 年度から利用可能とするシステム整備、取扱

金融機関等との調整及び電子納付による事務処理の仕組みの構築に着手する。 

イ．汚染負荷量賦課及び申告・納付手続について適切な周知、理解の促進を図るため、

制度について分かりやすく記載した手引き、様々な記入例を交えた申告書の記入説明

書等を作成、配布する。手引き等については、納付義務者のニーズ等を踏まえ、必要

な修正を行う。 

ウ．申告の手続などについて、分かりやすく説明した動画サイトをホームページに掲載

し、周知を図ることにより、納付義務者の制度や手続に対する理解を深める。 

エ．申告手続の一層の効率化、迅速化を図るため、納付義務者のニーズを把握し、オン

ライン申告システムの改修を行う。また、納付義務者の法人情報に関して、平成 27

年に発生した他の機関情報システムでのサイバー攻撃による情報漏えいの事案の発生

を踏まえ、当該システムに係る情報セキュリティ対策の強化、標的型メール攻撃など

のインシデント発生防止に向けた措置を講じるとともに、情報を取り扱う職員研修の

充実を図る。 

オ．委託商工会議所と連携して納付義務者からの問合せに適切に対応し、公害健康被害

補償制度についての共通の理解と認識を深める。また、前年度までの申告において誤

りの多かった事項についての対応策を講じるとともに、説明・相談会などを通じて徹

底を図る。 

② 汚染負荷量賦課金の徴収関係業務を円滑に推進するため、以下の取組を行う。 

ア．納付義務者が制度や申告の手続について、正しく理解してもらえるよう委託商工会

議所担当者を対象に、徴収業務の点検・指導方法を習得するための担当者研修会を開

催する。 

イ．委託商工会議所との連携を図りつつ、申告・納付が的確に行われるよう全国各地で

申告納付説明・相談会を開催する。また、同説明・相談会参加者にアンケート調査を

実施し、意見・要望を把握する。 
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２．都道府県等に対する納付金の納付 

（１）納付申請等に係る事務処理の適正化 

補償給付及び公害保健福祉事業に関する納付申請、納付請求、変更納付申請及び実績

報告書に係る手続の適正化を図るため、45 都道府県等に対する現地指導を原則として３

年に１回のサイクルで実施する。 

また、公害保健福祉事業について、実態調査を行い創意工夫が見られた事例を収集す

る。 

さらに、現地指導調査の結果や創意工夫が見られた公害保健福祉事業の事例について、

環境省に報告するともに、都道府県等に対して情報提供を行う。 

（２）納付申請等に係る事務処理の効率化 

納付業務システムについて、都道府県等のニーズ等を把握し、事務処理の効率化が図

れるよう改修する。 

また、45 都道府県等の担当者が納付業務システムを適正に利用できるよう、要望があ

る担当者全員を対象に研修を実施する。 

 

＜公害健康被害予防事業＞ 

１．ぜん息患者等のニーズの把握と事業内容の改善 

公害健康被害予防事業の各種事業を効果的かつ効率的に実施するため、ぜん息等の患者、

地域住民の満足度やニーズを把握し、その結果を的確に反映させることにより事業内容の

改善を図る。 

平成 26 年度から開始した公害健康被害予防事業の第三期中期目標期間における見直し

の実行について、平成 28 年度においては、平成 27年度までに立ち上げた各種新規事業の

本格的実施や助成事業の見直し後のメニューを関係地方公共団体がより効果的に実施でき

るようにするための支援に取り組む。 

また、ぜん息等の発症予防及び健康回復に直接つながる地方公共団体が行う健康相談事

業、健康診査事業及び機能訓練事業（以下「ソフト３事業」という。）について、事業実施

効果の測定及び把握に努め、事業の評価・分析を継続して行い、その結果を踏まえた事業

内容を検討し、効果のある事業内容に重点化を図る。 

 

２．事業の重点化・効率化及び収入の安定的な確保 

（１）事業の重点化・効率化 

公害健康被害予防事業の実施内容を、地域住民のぜん息等の発症予防及び健康回復に

直接つながる事業、局地的な大気汚染が発生している地域の大気汚染の改善を通じ地域

住民の健康確保につながる高い効果が見込める事業等に重点化し、効率化を図る。 

（２）収入の安定的な確保 

公害健康被害予防基金について、低金利トレンドの固定化が予想される状況を踏まえ、
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市場等の動向に適時・的確に対応して、運用方針に基づく安全で有利な運用を行う。 

また、自立支援型公害健康被害予防事業補助金の活用及び前中期目標期間から繰り越

された目的積立金の取崩しにより、収入の安定的な確保を図る。 

 

３．公害健康被害予防事業における調査研究 

（１）調査研究の重点的な実施  

中期計画に基づき重点化を行った調査研究を、着実に実施する。環境保健分野に係る

調査研究については、平成 26 年度から開始した３課題（９件の調査研究）を継続して実

施する。大気環境の改善分野に係る調査研究については、平成 26 年度から開始した２課

題（２件の調査研究）を継続して実施する。  

なお、調査研究課題の重点化や実施計画等の合理化を行うことにより、調査研究費の

総額を平成 24 年度比で 10％以上削減する。 

（２）外部有識者による評価 

各調査研究課題の外部有識者による評価として、各年度に年度評価を行うとともに、

課題の終了後には事後評価を実施する。これらの評価結果については、各調査研究の実

施者にフィードバックして次年度の調査研究の内容（研究資源の配分、研究計画）に反

映させる。なお、評価結果が一定レベルに達しないものについては、計画の変更又は中

止を行う。 

（３）調査研究成果の公害健康被害予防事業への反映 

調査研究の成果は、ホームページや研究発表会で公表するほか、パンフレットなどの

作成により、広く情報提供を行う。 

また、その結果に応じて、研修事業や助成事業の向上、知識の普及等事業で行う取組

の内容に的確に反映させる。 

 

４．ぜん息予防等の知識の普及及び情報提供 

（１）知識の普及等事業の重点的な実施 

地域住民等に対して機構が直接、ぜん息等の発症予防及び健康回復並びに地域の大気

環境の改善に係る知識の普及、情報提供を行う本事業は、公害健康被害予防事業の中で

特に重要な事業である。 

平成 26 年度からの第三期中期目標期間で具現化を進めている公害健康被害予防事業

の見直しの背景は「ぜん息等の患者の自己管理の支援（患者教育）の重要性の増大」で

あり、これへの具体的な対応を、この知識の普及等事業と環境保健分野の助成事業を中

心に行っていくことになる。 

（２）各種普及啓発事業の効果的な実施 

地域住民等のぜん息等の発症予防及び健康回復並びに地域の大気環境の改善に係る知

識の普及を図るため、パンフレット類の作成やぜん息専門医等による講演会・講習会の

開催、ぜん息・ＣＯＰＤ電話相談室などの事業を積極的に実施する。 
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これらの普及啓発事業を改善し、より効果的に実施していくために、参加者や利用者

に対するアンケート調査で要改善点、理解度等を把握して、次の事業等に反映させるな

ど、常に質の向上を図る。なお、アンケート調査では、有効回答者のうち 80％以上の方

から５段階評価で上から２段階までの評価を得ることを目標とする。 

（３）新たな普及啓発事業の展開 

公害健康被害予防事業の見直しにより平成 26・27 年度から新たに取り組んでいるＮＰ

Ｏ法人等と連携した知識普及事業、メディアミックスも踏まえた抜本的なパンフレット

類との統合・再整備、「ｅ－ラーニング学習支援システム」の本格運用、大気環境対策セ

ミナーなどの事業を着実に推進する。 

（４）ホームページを活用する情報提供 

ホームページの利点を活かして、機構ホームページ内の「大気環境・ぜん息などの情

報館」で、パンフレット類の内容プラスアルファの情報、機構が開催する講演会等の紹

介情報、調査研究等の他の公害健康被害予防事業を通じて得られた最新の知見や情報を

わかりやすく、タイムリーに提供する。 

また、上記（３）と同様に公害健康被害予防事業の見直しによる新たな普及啓発事業

の取組として、ホームページを改修して構築する関連団体等が発信するぜん息・ＣＯＰ

Ｄの予防等の情報を掲載するプラットフォームの利活用や、ユーザビリティの向上を着

実に推進する。 

 

５．公害健康被害予防事業を担う人材の育成 

（１）効果的な研修の実施 

公害健康被害予防事業が置かれている重要な状況として、地方公共団体の実施体制が

縮小化してきているということがある。一方、平成 26 年度からの第三期中期目標期間で

具現化を進めている公害健康被害予防事業の見直しの背景は「ぜん息等の患者の自己管

理の支援（患者教育）の重要性の増大」であり、これへの具体的な対応を知識の普及等

事業と環境保健分野の助成事業を中心に行っていくことになる。これらを着実に実施し

ていくためには、ぜん息等の患者の身近で自己管理の支援ができるような人材を的確に

育成することが必要不可欠であり、以下に掲げる研修等を効果的に実施する。 

地方公共団体が実施するソフト３事業及び大気環境の改善事業の従事者に対して、各

事業への理解を深めるとともに事業実施に必要な知識及び技術を理論的・実践的に習得

することを目的とした研修を実施する。 

また、地域において、ぜん息患者等に対して指導を行う看護師等（コメディカルスタ

ッフ）の患者教育スタッフを養成するための研修を実施する。 

これらの研修の内容等を改善し、より効果的に実施していくために、研修生に対する

アンケート調査で理解度、研修ニーズ等を把握して、その後のカリキュラム作成（講座

内容、講師）等に反映させるなど、常に質の向上を図る。なお、アンケート調査では、

有効回答者のうち 80％以上の研修生から５段階評価で上から２段階までの評価を得る
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ことを目標とする。さらに、ソフト３事業の従事者を対象とした研修については、研修

を修了し業務に復帰してから一定期間経過後に追跡調査も実施し、平均 80％以上の研修

生から「研修成果を効果的に活用できている」などのプラス評価を得ることを目標とす

る。 

（２）ネットワークを活用した人的支援の強化 

ソフト３事業を実施する地方公共団体の実施体制の変化及びぜん息やＣＯＰＤの治療

の進歩による自己管理支援の重要性の増大に対応するために、平成 26 年度に取りまとめ

た「患者教育の充実に向けた予防事業における人材育成、支援に関する総合的な取組」

に基づく新たな事業として、平成 27年度から「予防事業人材バンク」等を開始している。 

「予防事業人材バンク」は、ぜん息やＣＯＰＤについて高度かつ専門性の高いスキル

を持つコメディカルスタッフに登録していただき、その情報を地方公共団体が活用して

ソフト３事業等の講師や指導スタッフの委嘱等を行うことを支援する仕組みである。 

「予防事業人材バンク」への登録等の推進を積極的に図り、平成 28年度における登録

者数を 100人とすることを目標とする。 

 

６．関係地方公共団体の事業に対する助成 

（１）公害健康被害予防事業を実施する地方公共団体に対する着実な助成 

地域住民のぜん息等の発症予防及び健康回復に直接つながる事業等を行う関係地方公

共団体に助成金を交付する本事業は、公害健康被害予防事業の中で特に重要な事業であ

る。各地域における公害健康被害予防事業の着実な実施を支えるとともに、より効果的、

効率的な実施に向けた取組を推進する。 

（２）見直し後の環境保健分野の助成事業の定着及びレベルアップの好循環を図るための積

極的な支援 

平成 26 年度からの第三期中期目標期間で具現化を進めている公害健康被害予防事業

の見直しの背景は「ぜん息等の患者の自己管理の支援（患者教育）の重要性の増大」で

あり、これへの具体的な対応を、この環境保健分野の助成事業と直轄事業の知識の普及

等事業を中心に行っていくことになる。 

環境保健分野の助成事業の見直しについては、関係地方公共団体等との調整・検討に

基づく新たな助成メニューに対応する助成要綱等に改正をし、平成 27 年度の助成事業か

ら適用しているところであるが、定着やレベルアップの好循環を図るために、切れ間の

ないソフト面の支援を積極的に行う必要がある。このため、「グッド・プラクティス」等

の積極的な情報提供、地方公共団体が自らが実施するソフト３事業の実施効果を測定・

把握するシステムの運用支援、地方公共団体間での情報交換を推進する取組等を行う。 

これらのことにより、関係地方公共団体によるソフト３事業の効果的な実施を推進す

ることとし、ソフト３事業が助成事業費全体に占める比率について、平成 28年度におい

ては 80％以上を目標とする。 

（３）環境改善分野の助成事業の具体的な見直しの推進 
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平成 28 年度から適用することとした、「計画作成事業（関係地方公共団体が、地域が

抱える大気環境施策上の課題の解決に向けた計画を作成することも助成対象とするも

の）」について、より多くの地方公共団体の活用を推進する取組等を行う。 

 

＜地球環境基金業務＞ 

１．助成事業に係る事項 

（１）助成の重点化等による効果的な実施 

① 助成対象については、引き続き国の政策目標や社会情勢等を勘案するほか、海外助

成ではアジア太平洋地域を中心とするなどの重点化を図る。  

また、企業等からの寄付金を直接助成事業に充てる企業協働プロジェクトを引き続

き推進する。 

② 民間団体による環境保全活動の持続的な発展に資する観点から、将来の環境保全活

動を担う若手人材を育成するため、振興事業と連携した「若手プロジェクトリーダー

育成支援プログラム」の活用の促進（年 10件程度の採択を目指す。）を図る。 

③ 助成事業の効果的な実施の観点から､これまでの助成の成果を検証し、環境保全活動

を行う民間団体の発展に資するような助成のあり方について、外部有識者を交えた検

討を行い、助成の枠組みの見直しを図る。 

（２）助成先固定化の回避 

環境保全活動に取り組む団体の裾野を広げるため、これまで地球環境基金から助成を

受けたことのない団体への助成（全体の 20％を目指す）に努めるとともに、引き続き、

助成事業に係る周知広報を図る。また、助成継続年数の上限について募集要領に明記し

厳正に履行する。 

（３）処理期間の短縮 

助成金の支給に当たり、厳正な審査を引き続き実施しつつ、事務手続の効率化を図り、

支払申請書受付から支払までの１件当たりの平均処理期間を４週間以内とする。 

（４）第三者機関による評価を踏まえた対応 

助成した事業の成果の向上を促進するため、有識者等により構成する第三者委員会と

連携し、事業実施期間に応じて、事前目標共有（初年度）、中間コンサルテーション（２

年度目）、書面評価（３年度終了時）、実地評価（終了の翌年度）等を実施し、評価結果

を公表する。また、評価結果を毎年策定する募集要領及び審査方針に反映させる。 

（５）利用者の利便向上を図る措置 

① 募集時期の早期化などにより、助成金交付申請の受理から交付決定までの平均処理

期間を 30 日以内とする。 

② 助成金の各種申請書等様式のダウンロード、中間支援組織等と連携した助成金募集

説明会の開催等により、助成金交付要望団体等の利便性を図る。 

③ 民間団体による環境保全活動の持続的な発展に資する観点から、環境ＮＧＯ・ＮＰ

Ｏと企業との連携を促進するための交流会等を開催するとともに中間支援組織等と連
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携した助成金募集説明会の開催等により、助成金交付要望団体のキャパシティビルデ

ィングに資する。 

また、民間の助成団体や地方環境パートナーシップオフィス等関係団体とのネット

ワークを構築し、連携強化を図るため、情報交換を行う。 

④ 助成金の支払事務が適正に行われ、計画通りに執行されている団体については、団

体の求めに応じて概算払いを実施する。 

 

２．振興事業に係る事項 

（１）調査事業、研修事業の重点化 

将来の環境保全活動を担う若手人材の育成及び若手人材間のネットワークの構築等に

資するため、より効果の高い若手プロジェクトリーダー研修への重点化（年３コース、

３回）を図る。 

また、次世代を担うユース世代の環境保全活動の発表の場の提供、活動の表彰等を行

うことにより、環境保全活動に取り組む裾野の拡大及びユース世代のネットワークの構

築に資するため、学生との交流事業を民間団体、企業、自治体等と連携して年１回以上

実施する。 

調査事業については、国の政策目標等に沿った課題に重点化を図る。 

（２）研修事業の効果的な実施 

研修事業の効果等に関する評価として、研修受講者へのアンケート調査による評価・

フォローアップを行い、効果的な研修事業の実施に努める。また、各研修事業について、

「有意義であった」との評価を有効回答者のうち 80％以上から得られるように努める。 

 

３．地球環境基金の運用等について 

地球環境基金事業のこれまでの取組について、国民・事業者等の理解を促進するため、

新聞紙面や各種環境イベント等を通じた総合的かつ効果的な広報活動に取り組むとともに、

地球環境基金のより一層の造成のため新たな寄付方策の導入に向けた検討を行う。 

具体的な広報活動として、国民に対しては、「地球環境基金サポーター」について更なる

広報に取り組むとともに、カードポイントによる寄付の拡充に努める。 

一方、事業者等に対しては、現在の社会経済情勢を踏まえ、「地球環境基金企業協働プロ

ジェクト」による寄付獲得に重点を置き、より多くの参加を得るよう企業ＣＳＲ担当者等

への直接の広報等に取り組むことにより、寄付の拡充に努める。 

なお、出えん金の総額及び件数については、社会経済情勢や前中期目標期間以降の推移

を改めて分析したうえで、その増加に努める。 

また、地球環境基金の運用については、低金利が続いている状況を踏まえ、市場等の動

向を一層注視して、運用方針に基づく安全で有利な運用に努める。 
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＜ポリ塩化ビフェニル廃棄物基金による助成業務＞ 

環境大臣が指定する者からの助成金の交付申請、支払申請（軽減事業では四半期ごと及び

振興事業では年１回）及び事業実績報告の内容を適正に審査した上で交付する。 

また、本助成金の交付の透明性・公平性を確保するため、審査基準、これに基づく助成金

の審査状況、事業の採択及び助成対象事業の実施状況並びに基金の管理状況などの情報をホ

ームページ等において公表（年５回）する。 

 

＜維持管理積立金の管理業務＞ 

本積立金について、取戻し請求に確実に対応するとともに、積立額及び取戻額を想定し資

金の出入を把握することにより、予定外の資金需要に対応できる余裕を確保しつつ、より有

利な運用を行う。 

また、本積立金の積立者に対し運用状況等の情報提供を行う等、透明性を確保し、運用利

息額を年１回３月末に通知する。 

 

＜石綿健康被害救済業務＞ 

１．認定・支給等の迅速かつ適正な実施 

（１）認定等の迅速かつ適正な実施 

申請段階から医療機関と緊密に連絡を行い、病理標本など医学的判定に必要な資料の

整備に努め、１回の判定で結果が得られる案件を増加させることで、療養中の方々から

の認定申請について、特殊な事情を有する案件を除き、本中期目標期間中における平均

処理日数を前中期目標期間中より短縮するとともに、計測に時間を要している石綿繊維

の計測を着実に実施する。 

また、労災保険制度の対象になり得る申請について労災保険窓口に随時、情報提供を

行うなど、引き続き他制度との連携を図る。 

（２）迅速かつ適正な支給 

救済給付の請求に関する案内資料の記載について、より分かりやすくなるよう見直し

を検討するなど、被認定者からの請求が円滑に行われるための取組を進め、支給に係る

事務を適切に行う。 

また、認定の更新を受けるべき被認定者が申請漏れにより資格を失うことのないよう

事前に案内するなど、認定更新に係る事務を適切に行う。 

 

２．救済給付の支給に係る費用の徴収 

特別事業主からの特別拠出金の徴収業務を行う。 

 

３．制度運営の円滑化等 

（１）保健所等への情報提供 

各地域で保健所等への説明会を実施し、制度及び手続等に関する知識を深め、申請手

9/30



 
 

続の円滑化を図る。 

（２）アンケート調査 

救済制度の適切な運営等の参考とするため、被認定者等に対するアンケート調査を行

い、被認定者等の状況、ニーズを的確に把握し、制度周知広報及び相談・受付業務の改

善等の参考にする。 

（３）医療機関等への申請手続等の周知 

申請等に係る手引を送付するなど、医療機関等に対して、申請手続等の周知を行う。 

（４）調査・情報収集の実施 

環境省等とも連携して、中長期的視点を踏まえ、被認定者の石綿ばく露に関する調査

等を行う。 

（５）医療機関等への知見の還元等 

診断技術の向上を図るため、中皮腫等に係る専門技術研修会を実施するほか、石綿関

連疾患に関する学会等でセミナーを開催する。また、石綿による疾病等に関する医師向

けの情報提供の方法について検討する。 

（６）救済制度に関する情報の公開 

救済制度の認定・給付の状況等について随時及び年次でホームページ等により情報を

公開する。 

 

４．救済制度の広報・相談の実施 

（１）制度に関する広報等 

救済制度発足 10 年経過及び前年度に実施した広報事業の成果等を踏まえた広報計画

を定め、広範な情報発信をするとともに、地域性等も配慮し、地方公共団体とも連携し

て制度の周知を図る。 

（２）制度等に関する相談等 

申請者等からの救済制度に関する相談・質問等に対応するため、無料電話相談や相談

窓口を通じて、救済制度及び申請手続について分かりやすく説明を行う。 

 

５．安全かつ効率的な業務の実施 

（１）認定・給付システムの運用等 

認定・給付業務を効率的に実施するため、情報セキュリティを確保しつつ認定・給付

システムを確実に運用する。また、認定・給付の進捗状況等を随時把握することで業務

を適切に管理する。 

（２）個人情報の保護等 

職員に個人情報保護及び情報セキュリティに関する研修を実施し、申請書類等の管理

を厳格に行う。 

 

６．救済制度の見直しへの対応 
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政府による改正法施行５年の救済制度の見直しに当たり、統計情報など必要な情報を適

宜提供するなど、積極的に参画する。また、見直しの結果を受けて、その適切な実施に向

けた検討を行う。 

 

＜環境研究総合推進業務＞ 

１．環境の保全に関する研究及び技術開発等の実施 

（１）行政ニーズに立脚した戦略的な研究及び技術開発等の推進 

平成 28 年 10 月１日から、これまで環境省が実施していた環境研究総合推進費（以下

「推進費」という。）の一部業務が機構に移管されることに伴い、機構内に推進費に係る

業務を担当する新たな部署を設置し、配分業務等の実績を有する職員の配置を行うとと

もに、業務の実施に必要な規程やマニュアルの整備など推進費に係る業務運営を円滑か

つ効果的に実施するための体制を整備する。 

平成 28 年度は、平成 29年度から開始する「環境問題対応型研究」、「課題調査型研究」

（以下「戦略ＦＳ」という。）、「革新型研究開発」若手枠及び「次世代循環型社会形成推

進基盤整備事業」の研究及び技術開発等について、大学、国立研究開発法人その他の研

究機関に対して環境省の行政ニーズを提示し、新規課題の公募を行う。 

公募の実施に当たっては、公募説明会の開催、広報パンフレットの製作、学会等の研

究者コミュニティサイトや大学のウェブサイトへの掲載を働きかけるなど本制度の周知

に努め、広く研究者からの提案を募る。これらにより、研究レベルを確保する観点から、

業務移管前の直近３年間と同水準以上の申請件数を確保することを目標とする。 

また、平成 28 年度以前から開始されている継続研究課題については、平成 29 年度か

ら機構において環境省から業務が引き継げるよう、研究機関との契約事務等の準備を行

う。 

（２）外部委員の評価による透明かつ公平で効率的な制度の運営 

環境研究・環境行政に係る専門的な知見に基づき、公正な評価を行うための体制を整

備するため、外部有識者により構成される環境研究推進委員会（以下「推進委員会」と

いう。）及び戦略ＦＳ、推進戦略で設定する５領域の各研究部会を機構において新たに設

置する。 

平成 29 年度から開始する新規課題の採択に当たっては、豊富な研究経歴を有するプロ

グラム・オフィサー（以下「ＰＯ」という。）によるプレ審査を経て、推進委員会及び研

究部会において、研究の必要性、有効性、効率性等についてより専門的な視点から事前

評価を実施する。この際、環境省の政策実務担当者に推進委員会、研究部会における研

究課題の審査・評価等への参画を得ることにより、行政ニーズが研究課題や研究計画に

的確に反映されるようにする。 

（３）研究成果の普及及び活用の促進 
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平成 28 年度は、環境省がこれまで実施してきた研究の成果を機構が新しく開設するウ

ェブサイトへ掲載し、広く公表するなど、研究成果を広く周知するための仕組みを構築

する。 

 

２．効率的、効果的な研究及び技術開発等の推進 

（１）予算の弾力的な執行による利便性の向上 

研究機関において複数年度にわたる執行計画の策定や契約を可能とする複数年度契約

方式の採用、研究機関の請求に基づく概算払の実施、研究及び研究開発等の進捗状況に

応じた研究費の繰越し、複数年度にわたる調達等の契約など、平成 29 年度の研究課題か

らの適用に向けて、予算の弾力的な執行を行うための規程の整備や会計処理方法の見直

しを行う。 

（２）研究者への助言等の支援の強化 

研究者への行政ニーズの周知徹底、政策検討状況の情報提供、助言等といった研究者

への支援強化を図るため、環境省と協議の上、ＰＯの体制を構築するとともに、環境省

の政策実務担当者及びプログラム・ディレクターと連携し、研究課題に対する進捗管理

や管理体制の強化に向けた検討を進める。 

（３）研究費の適正な執行等 

平成 29 年度から実施する新規課題の公募において、府省共通研究開発管理システム

（ｅ-Ｒａｄ）を活用し、研究費の不合理な重複や過度な集中がないか確認する。 

また、近年、問題化している研究費の不適正な執行及び研究不正の防止を図るため、

規程の整備や委託業務の取扱いに関する会計説明会を新規に実施する。 

 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１．組織運営 

環境政策の実施機関として機構が担う業務を着実に実施するとともに環境問題の動向に

迅速かつ適切に対応し得る組織を構築するため、平成 27 年度から取組を強化した内部統制

システムの整備に向けた計画の成果等を踏まえ、組織のあり方、人員配置、人事評価制度、

職員研修等の業務運営体制等について、戦略的な見直しの検討を行う。 

（１）業務実施体制の見直しの検討 

業務をより効率的及び合理的に実施する観点を踏まえ、内部統制システム整備計画の

遂行とも連動して、①中長期的な人材育成及び組織力強化の視点に立ち、機構独自の創

意・工夫により策定した新たな研修体系（平成 26 年度から「ＥＲＣＡ研修計画」として

展開中）及び新たな人事評価制度（平成 27 年度に制度改定、平成 28 年度から実施）の

着実な運用・定着を図るとともに、②情報セキュリティ対策の高度化とその確実な運用

のための情報システム関連業務の集約化、並びに各部門の業務における契約及び支払関

連業務の事務負担軽減のための集約化など、組織・要員体制の見直しの検討を進める。 

また、第三期中期目標期間中の目標である債権管理回収業務の組織体制の見直しにつ
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いて、債権残高等の業務の状況等を踏まえつつ、円滑な業務実施体制を確保しながら、

他部門への統合を含めた縮減等を検討する。 

さらに、上記を進める前提として、管理業務については債権管理システムの改修をは

じめシステム化等を実現することにより、機構内各部で一定の業務量となっている管理

業務の事務の効率化を進める。 

（２）内部統制の推進 

①内部統制に係る体制の整備 

「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備について」（平成 26 年 11 

月 28 日総管査第 322 号。総務省行政管理局長通知）に基づき、業務方法書に記載した

事項の運用を確実に行うとともに、「内部統制基本方針」及び関連規程に基づき、業務の

効率化との両立に配慮しつつ、内部統制推進委員会の審議を経た上での内部統制システ

ム整備計画（平成 28 年度）の策定、モニタリング体制の整備、理事長による職員との意

見交換等を通じて、内部統制の拡充・強化を推進する。 

また、全役職員を対象に内部統制に関する研修を実施するなど、役職員の意識向上を

積極的に進める。 

内部統制の運用状況等は、内部統制担当役員が職員との面談等を通じて確認するとと

もに、内部統制の推進に係る取組は、外部有識者も含めた内部統制等監視委員会におい

て確認し、監事による内部統制の評価を行う。 

②コンプライアンスの推進 

役職員の法令遵守、管理職員の権限を明確にするなど、業務の適正な執行等の徹底を

図るため、各部門の業務が法令に沿って行われていることの不断の点検を行い、コンプ

ライアンスを実践するための手引書である「コンプライアンス・マニュアル」を随時見

直し、職員に対する研修を計画的に実施するとともに、内部監査結果等について、業務

運営へ的確に反映させるなど、コンプライアンスの徹底を図る。 

③リスク管理のための体制整備 

業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、分析及び評価し、適切な対応

を図るための体制等を整備するため、特に影響の大きいリスクについてはリスク管理委

員会を開催し、リスクが顕在化した際の対応方針等について検討する。 

また、緊急時における業務継続実施体制を整備するため、業務実施継続計画を策定し、

当該計画を用いた訓練を実施する。 

④情報セキュリティ対策等の推進 

情報セキュリティ対策については、「サイバーセキュリティ戦略（平成 27 年９月４日

閣議決定）」等の政府の方針を踏まえ、独立行政法人環境再生保全機構情報セキュリティ

ポリシー規程に基づいて策定した情報セキュリティ対策基準等に従い、サイバー攻撃等

のリスクに対応した施策の確認等を情報セキュリティ委員会において行うとともに、継

続的な研修・実践的な訓練等を通じた役職員の意識の向上を図り、あわせて内部監査に

加えて外部専門機関によるシステム監査の導入を検討するなど、適切な情報セキュリテ
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ィレベルを確保するための取組を推進する。 

また、情報の公開及び個人情報の保護については、独立行政法人等の保有する情報の

公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号）及び独立行政法人等の保有する個人情報の

保護に関する法律（平成 15 年法律第 59 号）に基づき、適切に対応するとともに、職員

への周知徹底を図る。 

 

２．業務運営の効率化 

（１）経費の効率化・削減等 

平成 27 年度から取組を強化した内部統制システムの整備に向けた計画の成果等を踏

まえ、予算執行、経費の運営プロセスの遵守を徹底し、機構のミッションを効率的かつ

効果的に達成しつつ、一般管理費及び業務経費について、業務運営の効率化を進め、以

下の効率化・削減等を図る。 

① 一般管理費 

一般管理費（人件費、新規に追加される業務及び拡充業務分等を除く。）について、

中期計画の削減目標（6.5％）を達成すべく所要の削減を見込んだ平成 28 年度予算を

作成し、効率的執行に努める。 

② 業務経費 

公害健康被害補償業務、地球環境基金業務、ＰＣＢ廃棄物処理基金による助成業務、

維持管理積立金の管理業務、環境研究総合推進業務、承継業務のうち補償給付費等の

法令に基づく義務的な経費以外の運営費交付金を充当する業務経費（人件費、競争的

資金及び特殊要因に基づく経費を除く。）及び石綿健康被害救済関係経費に係る業務経

費（人件費、石綿健康被害救済給付金及び特殊要因に基づく経費を除く。）について、

中期計画の削減目標（４％）を達成すべく所要の削減を見込んだ平成 28年度予算を作

成し、効率的執行に努める。 

③ 人件費等 

機構の給与水準について、引き続き検証を行い、給与水準の適正化に取り組むとと

もに、その検証結果や取組状況を公表する。 

（２）随意契約等の見直し 

契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、契約手続審査委員会の

審査により、入札及び契約手続における透明性の確保、公正な競争の確保等の更なる徹

底を図る。 

また、以下の取組により、随意契約の適正化を推進する。 

① 公正かつ透明な調達手続による適切で、迅速かつ効果的な調達を実現する観点から

作成する「調達等合理化計画」等に基づき、随意契約によることが真にやむを得ない

ものを除き、原則として競争（企画競争・公募を含む。）に付する。 

また、契約手続審査委員会等による事前の審査及び契約監視委員会による事後の点
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検等を受けることにより、随意契約、一者応札等の改善に取り組み、競争性の確保に

努める。 

なお、内部統制システム整備計画の遂行とも連動して入札および契約手続における

透明性の確保等の更なる徹底を図るうえで、入札および契約手続にかかる組織等のあ

り方について検討を進める。 

② 特に企画競争等を行う場合には、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する

法律（平成 15 年法律第 130 号）第 21 条の３の趣旨を踏まえつつ、競争性、透明性が

十分確保される方法により実施する。 

また、契約手続審査委員会により契約手続の事前審査を強化し、契約に係る競争

性・透明性等を確保するほか、監事による監査において、入札・契約の適正な実施に

ついてチェックを受けること、契約監視委員会において、各年度の随意契約、一者応

札・応募の見直し状況等についてチェックを受けることなどにより、競争性・透明性

等の確保に努める。 

 

３．業務における環境配慮 

業務における環境配慮を徹底し、環境負荷の低減を図るため、環境配慮の実行計画を定

めるとともに、自己点検を実施し、環境配慮の取組を職員に促し、省エネルギー（電気使

用量の削減）、省資源（用紙使用量の削減）及び廃棄物の排出抑制等に努める。 

温室効果ガスの排出抑制について、気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（ＣＯＰ21）パ

リ協定を踏まえた政府の地球温暖化対策計画を注視し、必要に応じ、「独立行政法人環境再

生保全機構がその事務及び事業に関し温室効果ガス排出削減等のため実行すべき措置につ

いて定める実施計画」の見直し等を行う。 

平成 27 年度の事業活動に係る環境配慮等の状況に関し、環境報告書を作成し、公表する。

さらに、環境政策の実施機関である機構の組織で培われた職員の業務専門性を活かしなが

ら、地域における社会貢献活動に積極的に取り組む。 

環境報告書の作成、公表に当たっては、業務に付随する環境配慮を基本としながら、機

構の事業活動そのものが環境分野の社会貢献活動であることを踏まえ、機構の事業や地域

貢献等を積極的に取り上げ、国民に対する情報発信ツールとして活用する。 

 

Ⅲ．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１．予算、収支計画、資金計画 

別紙のとおり 

２．承継業務に係る債権・債務の適切な処理 

破産更生債権及びこれに準ずる債権並びに貸倒懸念債権（以下「正常債権以外の債権」

という）を本中期計画期間中に 100 億円以下に圧縮するために、 

①約定弁済先の管理強化 
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②返済慫慂 

③厳正な法的処理 

④迅速な償却処理 

に積極的に取り組む。 

特に、昨今の経済情勢の変化に鑑み、①の約定弁済先の管理強化に当たっては、これま

で約定どおりの弁済を行ってきた債務者についても、その経営状況に目を配り、決算書を

徴取後速やかに分析するなどし、延滞発生の未然防止に努めるとともに、万一、延滞が発

生した際は、速やかに原因究明を行い、延滞の解消を図る。 

また、②の返済慫慂に当たっては、返済確実性があると認められる債務者については、

債務者との交渉を通じて、完済に向けた弁済方法について、改めて期限の利益を再付与し、

約定化することにより、延滞の早期解消を図る。 

さらに、平成 28 年度期首と期末の債権を比較し、正常債権以外の債権の債権区分ごと

に、回収額、償却額、債権の区分移動の状況を明示することにより、機構の正常債権以外

の債権への取組状況及び正常債権から正常債権以外の債権への期中の変動状況を明らかに

する。 

返済確実性の見込めない債権は、サービサーを効果・効率的に活用し、回収強化を図る。 

なお、債権残高に占める割合の増加が今後見込まれる回収困難事案について、分析の上、

対処方針を検討する。 

また、機構債券を本年度中に完済し、借入金について、本中期目標期間中に完済をする

こととする。 

なお、借入金等の返済のための資金調達に当たっては、市中の金利情勢等を考慮し、極

力有利な条件での借入れを行い、調達コストの抑制を図る。 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

平成 28 年度において、一時的な資金不足等が発生した場合、その対応のための短期借入

金の限度額は、10,000 百万円とする。 

 

Ⅴ．不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関

する計画 

  なし 

 

Ⅵ．前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その

計画 

  なし 

 

Ⅶ．剰余金の使途 

  なし 

16/30



 
 

 

Ⅷ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１．施設及び設備に関する計画 

  なし 

 

２．職員の人事に関する計画 

（１）当中期計画中の目標である債権管理回収業務の組織体制の見直しについて、債権残高

等の業務の状況等を踏まえつつ、円滑な業務実施体制を確保しながら、他部門への統合

を含めた縮減等を検討する。 

（２）職員によるより質の高いサービスの提供を行うことができるよう、平成 27 年度に実施

した階層・部門ごとの能力・スキル明確化についての検討結果を踏まえ、研修計画に反

映させ、担当業務に必要な知識・技術の習得、職員の能力開発・人材育成を図るための

各種研修を実施する。 

なお、政府機関等主催の外部研修の活用及び階層別研修の実施においては、講座数及

び参加者数とも前中期計画の最終年度の実績を上回るよう努め、また、業務専門性研修

の実施においては、当初計画講座数を上回るよう努める。 

（３）平成 27年度に実施した「人事評価制度の見直し」により改定した評価制度の運用を開

始する。新たな人事評価制度では、個々の職員及び組織全体の成長を図ることを目的に

加え、職位等に応じた評価を実施し、人事及び給与に反映し、士気の高い組織運営に努

める。 

評価制度の運用開始に当たっては、評価者及び被評価者に対する研修を十分に行い、

評価制度の趣旨、内容、方法及び給与等への反映の仕組みを共有し、評価制度への適正

な認識を促すとともに、透明性の確保を図る。 

また、新たに導入する指導役制度により、採用や人事異動等により配属される職員等

の各部門における業務スキルの習得を促し、業務の修得と習熟を支えるとともに、部門

内の教育に対する責任と指導役を担う職員自らの自己研鑽の意識の育成・向上を図る。 

さらに、評価に係る面談として、期初、期中及び期末に加え評価結果のフィードバッ

ク面談を明確化し、評価に対する納得感の向上と評価者による育成への責任意識の醸

成・向上を図る。 

これら新たな人事評価制度の適正な運用と計画的な研修により、効果的な人材育成を

目指す。 

（４）人員に関する指標 

（参考） 

第３期中期計画期間の期初常勤職員数 140 人 

第３期中期計画期間の期末の常勤職員数の見込み 148 人 

 

３．積立金の処分に関する事項 
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前中期目標期間から繰り越した積立金については、公害健康被害予防事業及び債権管理

回収業務等の財源並びに前中期目標期間以前に自己収入財源で取得し、当期へ繰り越した

固定資産の減価償却に要する費用に充てることとする。 

 

４．その他当該中期目標を達成するために必要な事項 

中期目標期間を超える債務負担については、当該債務負担の必要性が認められる場合に

は、次期中期目標期間にわたって契約を行うことがある。 
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平成２８年度計画予算

（　総　　　計　）
（単位：百万円）

金額

収入
運営費交付金 1,859
国庫補助金 944
その他の政府交付金 11,877
都道府県補助金 700
長期借入金 600
業務収入 40,265
運用収入 1,152
その他収入 231

  計 57,628

支出
業務経費 53,229

公害健康被害補償予防業務経費 43,677
　うち人件費 361
石綿健康被害救済業務経費 4,768
　うち人件費 297
環境保全研究・技術開発業務経費 133
　うち人件費 18
基金業務経費 4,243
　うち人件費 142
承継業務経費 409
　うち人件費 133

借入金等償還 5,000
支払利息 12
一般管理費 1,039
　うち人件費 443

  計 59,281

［人件費の見積り］
　平成28年度　1,129百万円を支出する。

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

区　　　　分

　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当
する範囲の費用である。
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（　公害健康被害補償予防業務勘定　）
（単位：百万円）

補償事業 予防事業 合計金額

収入
運営費交付金 338 -                338
国庫補助金 44 200 244
その他の政府交付金 7,815 -                7,815
業務収入 34,767 -                34,767
運用収入 -                702 702
その他収入 1 0 1

  計 42,965 902 43,867

支出
業務経費

公害健康被害補償予防業務経費 42,779 898 43,677
　うち人件費 205 155 361

一般管理費 184 166 351
　うち人件費 82 73 155

  計 42,964 1,064 44,028

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（　石綿健康被害救済業務勘定　）
（単位：百万円）

収入
その他の政府交付金
業務収入
その他収入

  計

支出
業務経費

石綿健康被害救済業務経費
　うち人件費

一般管理費
　うち人件費

  計

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

区　　　　分

区　　　　分

金額

4,062
1,035

59
5,156

5,097

4,768
297
329
138
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（　環境保全研究・技術開発勘定　）
（単位：百万円）

収入
運営費交付金

  計

支出
業務経費

環境保全研究・技術開発業務経費
　うち人件費

一般管理費
　うち人件費

  計

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（　基金勘定　）
（単位：百万円）

地球基金
事業

PCB基金
事業

維持管理
事業

合計
金額

収入
運営費交付金 883 47 21 951
国庫補助金 -           700 -           700
都道府県補助金 -           700 -           700
運用収入 173 -           277 450
その他収入 20 49 -           69

  計 1,076 1,496 298 2,870

支出
業務経費

基金業務経費 921 3,033 289 4,243
　うち人件費 115 20 7 142

一般管理費 144 25 9 178
　うち人件費 63 11 4 77

  計 1,065 3,057 298 4,420

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

133

44
15

177

区　　　　分

区　　　　分 金額

18

177

177
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（　承継勘定　）
（単位：百万円）

収入
運営費交付金
長期借入金
業務収入
その他収入

  計

支出
業務経費

承継業務経費
　うち人件費

借入金等償還
支払利息
一般管理費
　うち人件費

  計

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

区　　　　分 金額

393
600

4,463
102

5,558

409

5,558

133
5,000

12
137
58
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（　総　　計　）
（単位：百万円）

金　　　　額

費用の部 58,099
経常費用 58,099

公害健康被害補償予防業務経費 43,687
石綿健康被害救済業務経費 4,768
環境保全研究・技術開発業務経費 133
基金業務経費 4,250
承継業務経費 3,914
一般管理費 1,296
減価償却費 40
財務費用 12

収益の部 58,335
経常収益 58,335

運営費交付金収益 1,837
国庫補助金収益 244
その他の政府交付金収益 8,650
石綿健康被害救済基金預り金取崩益 4,262
ポリ塩化ビフェニル廃棄物基金預り金取崩益 3,010
業務収入 38,684
運用収入 1,160
その他の収益 66
財務収益 422

純利益 236                                                    
前中期目標期間繰越積立金取崩額 165
総利益 401

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成２８年度収支計画

区　　　　分
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（ 公害健康被害補償予防業務勘定 ）
（単位：百万円）

補償事業 予防事業 合計金額

費用の部 42,987 1,075 44,062
経常費用 42,987 1,075 44,062

公害健康被害補償予防業務経費 42,785 903 43,687
補償業務費 42,785 -                42,785
予防業務費 -                903 903

一般管理費 186 166 352
減価償却費 17 6 23

収益の部 42,974 904 43,878
経常収益 42,974 904 43,878

運営費交付金収益 338 -                338
国庫補助金収益 44 200 244
その他の政府交付金収益 7,815 -                7,815
業務収入 34,767 -                34,767
資産見返負債戻入 9 2 11
運用収入 -                702 702
財務収益 1 0 1

純利益（△純損失） △ 13 △ 171 △ 184
前中期目標期間繰越積立金取崩額 2 162 165
総利益（△総損失） △ 11 △ 9 △ 20

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（　石綿健康被害救済業務勘定　）
（単位：百万円）

費用の部
経常費用

石綿健康被害救済業務経費
一般管理費
減価償却費　

収益の部
経常収益

石綿健康被害救済基金預り金取崩益
その他の政府交付金収益
資産見返負債戻入

純利益
総利益
（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

区　　　　分

区　　　　分 金　　　　額

5,104
5,104
4,768

329
7

7

-                                                        
-                                                        

5,104
5,104
4,262

835
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（　環境保全研究・技術開発勘定　）
（単位：百万円）

費用の部
経常費用

環境保全研究・技術開発業務費
一般管理費

収益の部
経常収益

運営費交付金収益

純利益
総利益

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（　基金勘定　）
（単位：百万円）

地球基金
事業

PCB基金
事業

維持管理
事業

合計
金額

費用の部 1,068 3,058 307 4,433
経常費用 1,068 3,058 307 4,433

基金業務経費 921 3,033 296 4,250
　　地球環境基金業務費 921 -           -           921
　　ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理業務費 -           3,033 -           3,033

　　　維持管理積立金業務費　　維持管理積立金業務費 -           -           296 296
一般管理費 144 25 9 178
減価償却費 4 0 2 6

収益の部 1,068 3,058 307 4,433
経常収益 1,068 3,058 307 4,433

運営費交付金収益 883 47 21 951
ポリ塩化ビフェニル廃棄物基金預り金取崩益 -           3,010 -           3,010
地球環境基金運用収益 173 -           -           173
維持管理積立金運用収益 -           -           285 285
寄附金収益 9 -           -           9
資産見返負債戻入 4 0 1 5

純利益 -           -           -           -           
総利益 -           -           -           -           

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

区　　　　分

区　　　　分 金　　　　額

177
177
133
44

177
177
177

-                                                         
-                                                         
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（　承継勘定　）
（単位：百万円）

費用の部
経常費用

承継業務経費
一般管理費
減価償却費
財務費用

収益の部
経常収益

運営費交付金収益
事業資産譲渡元金収入
資産見返負債戻入
財務収益
雑益

純利益
総利益

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

4,743
371

3,917
4

421
30

421
421

4,743

区　　　　分 金　　　　額

4,322
4,322
3,914

393
4

12

26/30



（　総　　計　）
(単位：百万円）

金　　　　額

資金支出 352,753
業務活動による支出 55,260
投資活動による支出 288,716
財務活動による支出 5,003
翌年度への繰越金 3,775

資金収入 352,753
業務活動による収入 61,105

運営費交付金収入 1,859
国庫補助金収入 944
その他の政府交付金収入 11,877
都道府県補助金収入 700
業務収入 36,609
運用収入 1,202
その他の収入 7,914

投資活動による収入 289,117
財務活動による収入 611
前年度よりの繰越金 1,921

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

平成２８年度資金計画

区　　　　分
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（ 公害健康被害補償予防業務勘定 ）
(単位：百万円）

補償事業 予防事業 合計金額

資金支出 73,079 15,893 88,972
業務活動による支出 42,970 1,067 44,037
投資活動による支出 28,152 14,681 42,833
財務活動による支出 2 -                2
翌年度への繰越金 1,954 145 2,099

資金収入 73,079 15,893 88,972
業務活動による収入 39,309 902 40,211

運営費交付金収入 338 -                338
国庫補助金収入 44 200 244
その他の政府交付金収入 7,815 -                7,815
業務収入 31,111 -                31,111
運用収入 1 702 703

投資活動による収入 33,452 14,862 48,314
前年度よりの繰越金 318 129 447

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（　石綿健康被害救済業務勘定　）
(単位：百万円）

資金支出
業務活動による支出
投資活動による支出
翌年度への繰越金

資金収入
業務活動による収入

その他の政府交付金収入
地方公共団体等拠出金収入
その他の収入

投資活動による収入
前年度よりの繰越金

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

5,096
94,175

金　　　　額

区　　　　分

区　　　　分

614
88,400

63

679
88,400

1,035
4,062
5,160

94,175
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(　環境保全研究・技術開発勘定　）
（単位：百万円）

資金支出
業務活動による支出

資金収入
業務活動による収入

運営費交付金収入

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

（　基金勘定　）
（単位：百万円）

地球基金
事業

PCB基金
事業

維持管理
事業

合計
金額

資金支出 5,871 43,103 114,736 163,709
業務活動による支出 1,058 3,057 1,429 5,545
投資活動による支出 4,430 39,800 113,100 157,330
財務活動による支出 1 1
翌年度への繰越金 382 245 206 834

資金収入 5,871 43,103 114,736 163,709
業務活動による収入 1,065 1,496 8,110 10,672

運営費交付金収入 883 47 21 951
国庫補助金収入 -           700 -           700
都道府県補助金収入 -           700 -           700
運用収入 173 49 277 499
その他の収入 9 -           7,812 7,821

投資活動による収入 4,430 41,400 106,500 152,330
財務活動による収入 11 -           -           11
前年度よりの繰越金 365 206 125 697

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

区　　　　分

区　　　　分 金　　　　額

177
177

177
177
177
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(　承継勘定　）
（単位：百万円）

資金支出
業務活動による支出
投資活動による支出
財務活動による支出
翌年度への繰越金

資金収入
業務活動による収入

運営費交付金収入
業務収入
その他の収入

投資活動による収入
財務活動による収入
前年度よりの繰越金

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

163

393
4,463

30
73

600

4,885

区　　　　分 金　　　　額

5,721
405
153

5,000
163

5,721
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